





















































就任者総数 東大 京大 私立校 判事 地裁部長 控訴院部長 地裁所長 控訴院長 大審院判事 大審院部長
12 9 1 2 11 6 7 2 6 8 8


































就任者総数 勤務経験 局長次官 検事 地裁検事正控訴院検事長 次席検事 検事総長 控訴院長大審院部長 検事総長
12 8 6　　4 7 0　　　　　　　2
? 4 4　　　　　　4 4





















































i就任者総数） 東大 京大 私立校 判事 地裁部長 控訴院部長 地裁所長 控訴院長 大審院判事 大審院部長
東京（11） 10 ? 0 10 6 3 4 5 6 4
大阪（9） 7 1 1 9 8 3 5 7 5 1
名古屋（9） 7 1 1 9 7 4 7 6 3 1
広島（12） 7 2 3 12 9 6 7 6 8 3
長崎（福岡）（9） 8 0 1 9 5 5 6 4 6 2
宮城（18） 12 3 3 18 12 11 12 2 12 0
函館（札幌）（15） 13 1 1 15 9 10 10 1 9 0
高松（1） 1 0 0 1 1 1 1 0 0 0
合計（55） 43 6 6 54 38 32 33 24 31 8



































i就任者総数） 勤務 局長 次官 検事 検事正 検事長 次席 控訴院部長 地裁所長 控訴院長 大審院判事 大審院部長 局長 次官 検事長
東京（11） 7 5 5 7 1 3 1 0 0 2 0 3 0 5 1
大阪（9） 5 3 2 5 1 ? 0 0 0 5 0 1 2 1 0
名古屋（9） 4 2 1 4 2 1 0 0 2 4 0 0 2 0 1
広島（12） 4 1 1 2 0 1 0 1 1 6 3 0 0 0 1
長崎（福岡）（9） 3 0 1 5 1 2 0 0 2 3 2 1 0 0 1
宮城（18） 5 1 1 6 0 1 0 0 9 2 5 0 1 0 1
函館（札幌）（15） 5 2 0 5 0 0 0 0 8 1 5 0 1 0 0
高松q） 1 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0
合計（55） 21 10 7 24 5 9 1






























東京（11） 0 5 0 4（1） 2 0 0
大阪（9） 1 4（D 1 1 0 1 1
名古屋（9） 1 5 2（1） 1 0 0 0
広島（12） 2 4 3 2 0 0 1
長崎（福岡）（9） 4 3 1 0 0 0 1
宮城（18） 5 4 6 0 0 1 2
函館（札幌）（15） 2 3 5 2 0 1 2
高松（1） 0 0 0 0 0 0 1
合計（55） 12 27 5 2 3 6













控訴院長（総数） 初任 東京 大阪 名古屋 広島 長崎 宮城 函館 高松 大審院部長
東京（11） 6 1 1 0 0 0 0 03　　　　繍
大阪（9） 2 1 2 1 0 1 01　　　　　’
名古屋（9） 3‘ 1 0 1 2 00．
広島（12） 4 0聴1・蠣　鋤‘ 0 3 3＊ 0　　　　　、O 　、
長崎（福岡）（9） 3 0 柱　　　「 0 0 3 0 01撚，
宮城（18） 16 0 2 0　　　　“O
函館（札幌）（15） 14 0 10　　　　“@μP　」」骨L







































就任者総数 東大 京大 私立校 その他 判事 地裁部長 控訴院部長 地裁所長 控訴院長 大審院判事
48 37 8 2 1 48 36 36 11 14 40













就任者のべ数 勤務経験 局長 次官 検事 検事正 検事長 地裁所長 控訴院長 大審院判事 局長 次官大審院検事 検事長 不明
49 14 6 3 18 0 1 3 14 22 2 1　　　　　4 1 2




















就任者総数 大審院部長 控訴院長 大審院長 司法大臣 その他 在官中死亡 不明
48 34 1 6 2 3 1 1




















就任者総数 東大 京大私立校 判事 地裁部長 控訴院部長 地裁所長 控訴院長 大審院判事 大審院部長
16 14 0　　　2 11 6 5 4 4 5 1
（％） 87．5 0　　12．568．8 37．5 3t3 25 25 31．3 6．3
表11：司法次官の経歴的資源（2）
司法省 検事局 前　　　　　　　職
就任者総数 勤務経験 局長 検事 検事正 検事長 控訴院長 局長 大審院検事 検事長 次席検事 東京弁護士会長
16 14 12 14 3 3 4 6 1 1 3 1

























就任者総数 控訴院長 大審院長 司法次官 司法大臣 検事長 検事総長
16 5 1 2 5 2 1
































































i就任者総数） 東大 京大 私立校 不明 判事 地裁部長 控訴院部長 地裁所長 大審院判事 不明
民事局長（9） 8 0 0 1 8 6 2 3 2 1
刑事局長（14） 10 1 2 1 7 4 3 3 2 1
法務局長（D 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0
合計（24） 19 1 2 2 16 10 5 6 4 2












i就任者総数） 勤務 不明 検事 検事正 不明 大審院判事 地裁所長 控訴院長 参事官 局長 大審院検事 検事正 その他 不明
民事局長（9） 8 1 7 0 1 2 1 0 1 0 4（1） 0 1 1
刑事局長（14） 9 1 12 5 1 1 3 1 0 2 2 2 2 1
法務局長（D 1 0 1 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0
合計（24） 18 2 20 5 2 3 4 1 2 2 6（1 2 3 2



























就任者総数 当該局長 大審院部長 控訴院長 大審院長 司法次官 司法大臣 次長検事 検事長 検事総長 その他 不明
民事局長（9） 0 0 5（1） 3 0 0 0 0 0 0 1
刑事局長（14） 1（1） 0 1 1 1 4 1 3（1） 1 1 0
法務局長（1） 0 1（1 0 0 0 0 0 0 0 0 0
合計（24） 1（1） 1（1） 6（1） 4 1 4 1 3（1） 1 1 1
（％） 4．2 4．2 25 16．7 4．2 16．7 4．2 12．5 4．2 4．2 4．2
・「当該局長」「大審院部長」「控訴院長」および「検事長」の列の（）内は、そのポストでの在官中死亡数で内
数。
・民事局長の行の「控訴院長」の「5」のうち2人は、大審院長に補されたあと戦後の制度改革で当該高等裁判所
長宮職務代行となって退職している。
・民事局長の行の「大審院長」の「3」のうち1人は最高裁判事。
・「次長検事」は大審院検事局次長を示す。
むすびにかえて
　以上、経歴的資源の観点から明らかになった、大正・昭和戦前期の幹部裁判官人事の傾向的特徴を
まとめることでむすびにかえたい。
　第一に、出身校はいずれのポストに関しても、歴代就任者の4分の3以上が東京帝大あるいはその
前身校の卒業生によって占められていた。確かに、戦後も多くの幹部裁判官が東大卒である。それで
もその比率は、最高裁裁判官・高裁長官の歴代就任者をあわせて6割前後にすぎず、京大卒が4分の
1程度に達している。（32）戦前は東京帝大出身者が「在朝法曹」を牛耳っていたと断じても過言ではあ
るまい。
　第二に、下級裁判所のトップになることは上級裁判所のトップへの昇進を必ずしも保証しなかった。
すなわち、大審院長になるには控訴院長が、控訴院長になるには地裁所長が必須の経歴的資源とはみ
なされていなかった。これは戦後の幹部裁判官人事との大きな相違である。戦前は、司法省の下に裁
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判所が置かれ、各裁判所に検事局が附置され判事・検事の「転官」も頻繁だった。それゆえ、幹部裁
判官ポスト以外にも司法省や検事局の幹部として、経歴的資源を「多元的」に蓄積させる途が存在し
ていたのである。
　第三に、控訴院長7～8ポストの重複就任関係を分析したところ、ポスト問の異動はすべて一方通
行の栄転的異動であった。そこから、東京を筆頭に大阪、名古屋が上位をなし、宮城、函館（札幌）、
高松は顕著に下位をなす序列関係が跡づけられた。この関係はそのまま戦後に引き継がれていく。
　第四に、大審院部長は地裁部長、控訴院部長、および大審院判事を歴任した裁判官のいわば「上が
り」のポストであった。ただし、地裁所長、控訴院長は大審院部長へのとりわけ有力な経歴的資源で
はなかった。控訴院長ポストとの重複就任関係をみると、大審院部長は上位控訴院長ポストとは同格、
下位控訴院長ポストよりは格上に位置づけられていた。
　第五に、司法次官にのぼるには司法省の局長に就くことがほぼ必須の経歴的資源となっていた。そ
れに加えて昭和期に入ると、局長のあとに裁判所あるいは検事局の要職を経るコースが定着していく。
一方、民事局長および刑事局長ポストへは、司法省および検事局での勤務経験が「予約」的な経歴的
資源だった。
　最後に、裁判実務一筋の裁判官たちが憤った人事の不合理性は、具体的には次のように把握できた。
本稿対象期間の約半分の期間で、検事総長出身者が大審院長を占めていた。控訴院長ではその歴代就
任者の半数は、司法省および／または検事局での勤務経験を有していた。大審院部長になるとその比
率は半数をやや下回った。司法省幹部についてはすぐ上で述べたとおりである。
　戦後、日本国憲法の下で司法行政権は最高裁に委ねられ、裁判所の行政府からの独立が達成された。
その象徴的人事は、司法省とは無縁の本間喜一愛知大学理事（33）が最高裁の初代事務総長に起用され
たことであろう。ところが本間が3年あまりで事務総長を退職したあとは、司法省勤務経験者が事務
総局幹部を独占し、司法省とみまがう事務総局支配の体制を組み上げていくのである。
注
（1）　拙著（2010）『裁判官幹部人事の研究』五月書房。
（2）　本稿作成にあたり、人事情報の典拠としたのは次の資料である。秦郁彦編（2002）『日本近現代
　　人物履歴事典』東大出版会、帝国法曹大観編纂会（1915）『帝国法曹大観』帝国法曹大観編纂会、
　　同（1922）『改訂増補　帝国法曹大観』帝国法曹大観編纂会、同（1929）『御大礼記念　帝国法曹
　　大観』帝国法曹大観編纂会、大日本法曹大観編纂会編（1936）『大日本法曹大観』国民社、大日本
　　司法大観編纂所編（1940）『大日本司法大観』大日本司法大観編纂所、司法省編（1939）『司法沿
　　革誌』法曹会、法務大臣官房司法法制調査部（1970）『続司法沿革誌』法曹会、長野国助ほか編（1969）
　　『法曹百年史』法曹公論社、ならびに当時の『官報』および各回次の「最高裁判所裁判官国民審査
　　公報」、ならびに新聞各紙。
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（3）　前掲、拙著（2010）17頁。
（4）　同上、46－47頁、および拙稿（2010）「幹部裁判官はどのように昇進するのか」『プランB』第30
　　号、32－35頁。
（5）　本稿対象期間で大審院部長ポスト数は毎年10月1日時点で、次のように変化している。
年　次 部長数
1912（大正元）年 3
1913（大正2）年一1917（大正6）年4
1918（大正7）年一1923（大正12）年5
1924（大正13）年一1941（昭和16）年8
1942（昭和17）年一1945（昭和20）年6
1946（昭和21）年 5
　　　作成参照：前掲『司法沿革誌』543－544頁、および『続司法沿革誌』459頁。
（6）　1913（大正2）年6月に民事局と刑事局は廃止され、法務局が設置された。しかし、1919（大
　　正8）年4月に法務局が廃止され、再び民事局と刑事局が置かれた。
（7）　これについての古典的研究として、家永三郎（1962）『司法権独立の歴史的考察』日本評論新社
　　がある。また、運動に携わった当事者の証言として、丁野暁春・根本松男・河本喜与之（1985）
　　『司法権独立運動の歴史』法律新聞社がある。この本の「はしがき」において、河本は司法権独立
　　運動を次のように特徴づけている。「司法権独立運動というのは、司法省（司法大臣即行政官）が
　　裁判所を支配することはけしからん、司法省出身者（行政事務を行った者）が裁判所の要職を占
　　める人事はけしからん、裁判所は司法省から離れて独立すべきである、大審院長は天皇直属にす
　　べきである、という運動で、旧裁判所時代判事（裁判官）の有志が挙って主張したものであり、
　　丁野暁春はそのリーダーであった。」
　　　興味深いことに、この運動は1940年以降のいわゆる近衛新体制の時代に入って、強い論拠を見
　　出す。それは当時の大審院判事・犬丸巌の次の主張に明らかである。「積極的に憲法で保障せら
　　れた裁判の独立性を益々発揮し強くすることが新体制の要求に応ずるものである〔中略〕何とな
　　れば新体制に依つて行政権が拡張強化せられ・ばせられるほど其の強大な権力濫用の弊に陥り易
　　く、さなきだに公益優先のために臣民の権利は著しく制限せられ、其の私権の制限が更に行政権
　　に依つて容易に行はれることになれば、裁判所たるもの強大な行政権の外に魏然として其の独立
　　を堅守し、以て国家の治安維持、臣民の権益擁護の使命を果さねばならぬからである。」犬丸巌
　　（1941）『新体制下の憲法解説』法文社、162頁。すなわち、新体制下における肥大化した行政権の
　　暴走を抑止するためには、司法権の独立・強化が不可欠と考えられたのである。
（8）家永が1937（昭和12）年のものと推定している、当時の裁判所内に流布されていたと思われる
　　半紙謄写刷文書には、「人事行政ガ判事ノ体験ナキ者ニヨリ行ハル。寧ロ検事ノ体験アル者ニヨ
　　リ行ハル。」「判事ノ体験勘キ者司法省ヲ経由シ現役判事ヨリ昇給速カナルヲ利用シ、裁判所ノ重
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　　要ナル地位二就キ、裁判ノ行政化二陥ルノ弊ヲ生ズルノ虞ヲ生ズ。」などと人事の不合理さが指摘
　　され、その具体例が実名入りで「告発」されている。前掲、家永（1962）23－26頁。本稿は大正・
　　昭和戦前期を通じてこの状況を、該当者数の観点から明らかにしようとするものである。
（9）　裁判所構成法はいわゆる内地のほか、樺太領有以降は樺太にも及んでいた。それ以外の外地（台
　　湾、関東州、朝鮮、南洋諸島）ではそれぞれ独自の司法制度がとられていた。さらに、明治憲法
　　60条は特別裁判所の設置を規定しており、それに基づき行政裁判所、皇室裁判所、さらには軍法
　　会議が置かれた。
（10）　1880年代には続々と私立法律学校が設立された。校名（現在の名称）と設立年は次のとおり。
　　東京法学社〔設立翌年に東京法学校、さらに東京仏学校と統合して和仏法律学校〕（法政大学）
　　1880（明治13）年、専修学校（専修大学）1880年、明治法律学校（明治大学）1881（明治14）年、
　　東京専門学校（早稲田大学）1882（明治15）年、濁逸学協会学校（濁協大学）1883（明治16）年、
　　英吉利法律学校〔のち東京法学院〕（中央大学）1885（明治18）年、関西法律学校（関西大学）1886
　　（明治19）年、日本法律学校（日本大学）1889（明治22）年、京都法学校〔のち京都法政学校〕（立
　　命館大学）1889年。
（11）前掲『司法沿革誌』543－544頁。
（12）　戦後であれば、最高裁長官と最高裁判事は別個の官名であるが、戦前では裁判官は全員判事の
　　官名をもち、大審院長以下それぞれの職に補された。たとえば、大審院判事は『官報』などにお
　　ける公式表記では「大審院判事〔職名〕判事〔官名〕」となっていた。
（13）　日弁連編（1980）『最高裁判所』日本評論社、128頁。代々の大審院長、大審院部長の氏名、在
　　職期間については前掲の『司法沿革誌』、『続司法沿革誌』で知ることができるが、大審院判事に
　　なると『官報』や『職員録』で逐一確認していくほかない。その明治中期の100人からなるリスト
　　は、楠精一郎（1989）『明治立憲制と司法官』慶磨通信、282－293頁にある。
（14）横田国臣は検事総長在任中に、大東義徹司法大臣を誹講した廉で1898（明治31）年10月15日に
　　いったん懲戒免官になっている。ところが、翌1899（明治32）年4月に特旨によりこの処分が解
　　除され、東京控訴院検事長となった。1904（明治37）年4月には再び検事総長に就任し1906（明
　　治39）年7月3日に大審院長へ栄進する。そして、1921（大正10）年6月13日までこの地位にあっ
　　た。
　　　司法官が終身制であったため、このような「老害」がはびこることになった。そこで時の原敬
　　内閣は判事、検事の停年退職制導入に乗り出す。そして1921年6月には、それを取り入れた裁判
　　所構成法中改正法律の施行にこぎつけた。同法74条の2および80条の2によれば、停年期日は次
　　のように定められた。大審院長、検事総長は65歳、その他の判事、検事在職者は63歳に達したと
　　き、その時期が12月1日から5月31日までの間の場合は5月31日に、6月1日から11月30日まで
　　の間の場合は11月30日に退職する。ただし、判事は控訴院または大審院の総会決議で、検事は司
　　法大臣が認めればさらに3年まで在職できる。三谷太一郎（2001）『政治制度としての陪審制』東
一266一
日ム・21．土A”1t’研pm一糸
　　大出版会、84－85頁。
（15）　この3人の大審院長在任期間は正確には次のとおりである。
　　平沼験一郎：1921（大正10）年10月5日～1923（大正12）年9月6日。
　　林頼三郎：1935（昭和10）年5月13日～1936（昭和11）年3月9日。
　　泉二新熊：1939（昭和14）年2月15日～1941（昭和16）年1月31日。
（16）前出の犬丸巌は次のように憂慮していた。「現在の機構のやうに、検事局が裁判所に併置せら
　　れ、判検事が司法省に這入って行政官となり又帰つて判検事となる機構の下で、七代も八代も司
　　法大臣が検事から任命せられたり、永く司法省の行政官に在任して裁判の実務に遠ざかり、裁判
　　の実務に付き切磋琢磨を歓いで居る者が他の官庁の行政官同様に昇進した其の地位の儘で再び帰
　　つて裁判所の上層の要職に就き又就き得る機構では、裁判の実績の上に、又裁判官の士気の上、
　　将来裁判の独立の上に、実に寒心に堪へない悪影響を及ぼすのである。」前掲、犬丸（1941）164頁。
　　　一方、現場の裁判官はこうした機構にあって「裁判所の上層の要職」に出世する者は「俗人、
　　俗物」とさげすむことで、士気を保とうとした。たとえば、前田直之助大審院部長は私信にこう
　　書いたという。「判事としては一生判決をやる、即ち判決を書くことを天職と心得ねばならず。
　　然るに世には、俗人、俗物少からず、或1ま所長或は院長などになりたがり又なることを以って、
　　天晴高名手柄と心得るなどは、判事の仕事の何たるを知らぬものなり。〔中略〕判事は区裁判所判
　　事でも、大審院判事でも、仕事そのものには分厘の差別なし。所長、院長などは、此の仕事には
　　無関係の人物なり、唯の床の間の置き物に過ぎず、構えてもあんなものにならうなどと心懸玉ふ
　　な。」前掲、丁野ほか（1985）61－62頁。
（17）　この人事について、当時司法省民事局第三課長であった内藤頼博は、次のように述べている。
　　「岩田法相は、広島控訴院長の細野長良氏を大審院長に迎えるという、まさに画期的な人事を行っ
　　た。司法省の施策は、百八十度の転換をするかに見えた。」内藤頼博（1986）「その頃一戦後司法
　　改革当時の思い出」『自由と正義』第37巻第8号、36頁。
（18）拙著（2010）35、37－39頁。
（19）横田秀雄は1923（大正12）年9月から大審院長を務めながら、1924（大正13）年11月から明治
　　大学学長を兼ねている（1932年3月に学長は総長と改称された）。1927（昭和2）年8月に大審院
　　長を退職するが、明大総長は1934（昭和9）年2月まで続けた。なお、横田の長男は最高裁長官
　　となる横田正俊である。正俊は父・秀雄の没後に「父を語る』（巌松堂書店、1942年）を著し、「明
　　治大学との関係」として1章を割いている。それによれば、明治大学に1929（昭和4）年4月に女
　　子部が設置されるが、これに秀雄は尽力した。「女子の為にも法律研究の途を拓くべきであると
　　いふのが父の持論」だったという。同書、345頁。そして、この女子部は三淵嘉子（女子部法科
　　1932年入学；初の女性法曹にして初の女性家裁所長として新潟家裁所長に就任）、野田愛子（同
　　1935年入学；初の女性高裁長官として札幌高裁長官に就任）、寺澤光子（同1944年入学；初の女性
　　地裁所長として徳島地・家裁所長に就任）といった、明治大学が誇る女性法曹を輩出するのである。
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（20）　内藤頼博（1997）『終戦後の司法制度改革の経過』第二分冊、信山社、50頁。なお、林は泉二の
　　没後8年目に刊行された泉二の伝記『泉二新熊伝』（1955年、非売品）の背と扉に題字を寄せている。
（21）　司法省人事局は1922（大正11）年に設置されたが1924（大正13）年には人事課に格下げされて
　　いる。人事局長は皆川とそのあとを襲った光行次郎の二人のみである。『東京朝日新聞』1922年
　　4月6日、1923年11月5日、1924年12月5日。司法省編『司法沿革誌』には司法省の各局長名が
　　就任順に掲載されているが、なぜか人事局長名の記録はない。
（22）　唯一の例外が前記の野田愛子で、地家裁部総括に就くことなく、東京家裁所長など家裁所長ポ
　　ストを5か所勤めたのち、高裁部総括も経ずに札幌高裁長官に栄進した。
（23）　前掲、拙著：（2010）44頁。
（24）　8高裁の長官経験者のうち、高松高裁長官の経験者だけが最高裁判事に達していない。エリー
　　トといわれる最高裁事務総局勤務経験者ないしは事務総局局長経験者が、高松高裁長官に就任す
　　ることも例外的である。加えて、高裁部総括判事には他の7高裁では地家裁所長から転補された
　　者が多く就いている（東京、大阪、名古屋ではほとんど）が、高松高裁の3つある高裁部総括ポ
　　ストのいずれにも地家裁所長経験者はいない。拙著（2010）45、52、74、240頁。
（25）　1回目：1937（昭和12）年1月12日～1939（昭和14）年6月24日、2回目：1941（昭和16）年
　　9月19日～1945（昭和20）年10月18日。
（26）　この3人の略歴は次のとおり。いずれも検事の要職を歴任している。
　林頼三郎：1897司法官試補→1899判事→1907仙台地裁部長→1908宮城控訴院部長→1911，7東京控
　　訴院判事→1911．11大審院検事→1921司法省刑事局長→1924司法次官→1927大審院検事→1930大
　　審院部長→1932検事総長→1935大審院長→1936司法大臣→1937貴族院議員→1938枢密顧問官。
　泉二新熊：1902司法官試補→1905検事→1907東京地裁検事兼司法省参事官→1913東京控訴院検事→
　　1915大審院判事→1924司法省行刑局長→1927司法省刑事局長→1931大審院部長→1936検事総長→
　　1939大審院長→1942枢密顧問官
　木村尚達：1906司法官試補→1908検事→1908千葉地裁検事→1919東京地裁部長→1921司法書記官兼
　　司法省参事官→1922大臣官房調査課長→1927大審院検事→1931司法省刑事局長→1935大審院検事
　　→1936大審院部長→1938東京控訴院長→1939検事総長→1940．1司法大臣→1940．7貴族院議員
（27）　1930（昭和5）年10月14日胆石病に肺炎を併発して死去。『東京朝日新聞』1930年10月15日。
（28）大正期の5人の司法次官とその在任期間および直前ポストは次のとおり。
氏　名 在　任　期　間 直前の局長ポスト
平沼験一郎 1911（明治44）9．6－1912（大正元）12，21刑事局長
小川　温 1912（大正元）12．21－1914（大正3）4．18刑事局長
鈴木喜三郎 1914（大正3）4．18－1921（大正10）10．5法務局長
山内確三郎 1921（大正10）10．5－1924（大正13）1．9民事局長
林　頼三郎 1924（大正13）1．9－1927（昭和2）4．24刑事局長
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　　　作成参照：前掲『司法沿革誌』567頁。
　また、司法省最後の司法次官は佐藤藤佐（1921年司法官試補）である。
（29）　「3　大審院部長の経歴的資源」で触れた三宅正太郎がその1人で、1937．1大審院部長→1939．6
　　長崎控訴院長→1940．1司法次官→1941．9大審院部長→1945．10大阪控訴院長と累進し、司法次官
　　をはさんで大審院部長と控訴院長を2度ずつ経験している。
（30）司法次官の林頼三郎が刑事局長を1925（大正14）年1月15日から同年8月18日まで兼務してい
　　るので、のべ数では15人になる。
（31）具体的には次の4人である。
氏　名 民事局長在任期間
斎藤十一郎 1911（明治44）4．14－1913（大正2）4．22
山内確三郎 1919（大正8）4．18－1921（大正10）10．5
池田寅二郎 1921（大正10）10．5－1928（昭和3）12．24
長島　毅 1928（昭和3）12．24－1933（昭和8）3．27
　　　作成参照：前掲『司法沿革誌』570頁。
（32）　職業裁判官出身の最高裁裁判官歴代就任者で東大卒は66．7％、京大卒は25．9％。また、8高裁
　　長官の歴代就任者の合計では東大卒は58．9％、京大卒は28．0％。拙著（2010）40、44頁。
（33）　本間喜一は東京帝大卒で1915（大正4）年司法官試補。この司法官試補時代にのちに初代最高
　　裁長官となる三淵忠彦の指導を受ける。その後退職して1920（大正9）年に東京商大付属商学専
　　門部教授兼東京商科大学予科教授。1935（昭和10）年に起きたいわゆる東京商大白票事件に巻き
　　込まれて、翌年商大を退任し弁護士となる。その後上海に渡り、東亜同文書院大学副院長兼教授、
　　同学長を歴任する。敗戦直後には同大の閉校処理に奔走し、帰国後、同大の教職員、学生などを
　　母体とした愛知大学の設立に多大な貢献をした。最高裁事務総長退任後は愛知大学学長に就任す
　　る。くわしくは、加藤勝美（2011）『愛知大学を創った男たち』愛知大学。
　　　本間は三淵に心酔しており、自身の長男を三淵の名をそのままとって「忠彦」と名付けたほど
　　であった。三淵も本間を深く信頼しており、本間の事務総長起用にこだわった。1947（昭和22）
　　年8月4日の親任式・認証式のあと開かれた最高裁初の裁判官会議の席上、三淵は「本間を事務
　　総長にしないなら長官をやめる」とまで述べてその意思を貫きとおした。五鬼上堅磐ほか（1966）
　　「最高裁判所発足当時を語る（二）」『法曹』第189号、11頁。その会議記録（司法行政文書開示申
　　出書により2011年8月24日付で最高裁より入手）には「事務総長決定ノ件　本間喜一ヲ選任ス」
　　と記されている。
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